
国立大学法人電気通信大学の中期目標期間に係る業務の実績に関する評価結果

１ 全体評価

電気通信大学は、「高度コミュニケーション科学」の諸領域で世界をリードする教育

・研究拠点を築くとの大学の基本的な目標の達成に向けて、学長のリーダーシップに基

づき、「企画調査室」等の設置により企画立案機能を強化しつつ、新たに 2008 年アクシ

ョン準備チームを立ち上げ、次期中期目標につながる具体的なビジョンの策定や教育研

究組織の見直し等の検討を行っている。今後、早期に新たなプランを策定し、戦略的な

大学運営を行っていくことが期待される。

中期目標期間の業務実績の状況は、「業務運営の改善及び効率化に関する目標」の項

目で中期目標の達成状況が不十分であるが、それ以外の項目で中期目標の達成状況が良

好又はおおむね良好である。業務実績のうち、主な特記事項は以下のとおりである。

教育については、学生による学内コンテストの開催や学外コンテストへの参加を通し

たプレゼンテーション能力や起業家精神の涵養、学内予算措置による収容定員数の約４

割に当たる大学院博士後期課程学生の学内リサーチ・アシスタント（RA）の雇用、「ロ

ボメカ工房」等の体験教育の拡充等の取組を行っている。

研究については、先端ワイヤレスコミュニケーション研究センターを設置し、高度情

報通信技術（ICT）領域において多数の研究成果を上げるとともに、学科・専攻の枠を

超え学内横断的な研究ステーションの設置、UEC ポスドク研究員制度、若手研究者海外

派遣研究員制度及びテニュアトラック制度等を通じた若手研究者の育成等の取組を行っ

ている。

社会連携・国際交流等については、工作教室や少年少女発明クラブ等の理科教育支援

を実施し、地域から高い評価を得ている。

業務運営については、教員を原則公募制とする、全教員の 10 ％を任期付きの全学裁量

ポストとする、助教への新規採用者をすべて任期制とする、テニュア・トラック制の実

施に伴い、特任助教を任用するなど戦略的な人事施策を行っている。

一方、平成 18 年度及び平成 19 年度に経営協議会において審議すべき重要事項が報告

事項として扱われていることから、適切な審議が行われることが強く求められる。

財務内容については、各学科・専攻ごとに外部資金獲得目標値の設定、「電通大フォ

ーラム」や「産学官連携 DAY in 電通大」等による研究成果の広報等に努めた結果、科

学研究費補助金、共同研究、受託研究といった外部資金が着実に増加してきている。

施設整備については、「施設整備中期計画書」を作成し、戦略的かつ経営的視点に立

った教育研究環境の整備を図るとともに、施設利用実態調査の結果を踏まえ、空室等を

大学の戦略的な事業に重点的にスペースを配分するなど施設の有効活用に努めている。



２ 項目別評価

Ⅰ．教育研究等の質の向上の状況

（Ⅰ）教育に関する目標

１．評価結果及び判断理由

【評価結果】中期目標の達成状況がおおむね良好である

【判断理由】「教育に関する目標」に係る中期目標（４項目）のすべてが「おおむ

ね良好」であることから判断した。

２．各中期目標の達成状況

（1）教育の成果に関する目標

［評価結果］中期目標の達成状況がおおむね良好である

［判断理由］「教育の成果に関する目標」の下に定められている具体的な目標（５

項目）のうち、１項目が「良好」、４項目が「おおむね良好」であ

り、これらの結果に加え、学部・研究科等の現況分析における関連

項目「学業の成果」「進路・就職の状況」の結果も勘案して、総合

的に判断した。

（2）教育内容等に関する目標

［評価結果］中期目標の達成状況がおおむね良好である

［判断理由］「教育内容等に関する目標」の下に定められている具体的な目標（４

項目）のすべてが「おおむね良好」であり、これらの結果に加え、

学部・研究科等の現況分析における関連項目「教育内容」「教育方

法」の結果も勘案して、総合的に判断した。

（3）教育の実施体制等に関する目標

［評価結果］中期目標の達成状況がおおむね良好である

［判断理由］「教育の実施体制等に関する目標」の下に定められている具体的な

目標（３項目）のすべてが「おおむね良好」であり、これらの結果

に加え、学部・研究科等の現況分析における関連項目「教育の実施

体制」の結果も勘案して、総合的に判断した。

（4）学生への支援に関する目標



［評価結果］中期目標の達成状況がおおむね良好である

［判断理由］「学生への支援に関する目標」の下に定められている具体的な目標

（５項目）のうち、１項目が「良好」、４項目が「おおむね良好」

であり、これらの結果を総合的に判断した。

３．優れた点、改善を要する点、特色ある点

（優れた点）

○ 中期計画「大学院教育では、問題解決型、課題追究型の授業、個別指導をもって、

高度コミュニケーション科学のメッカとして、ハードウエア、ソフトウエア、ヒュー

マンウエアに関する理論から設計、開発、運用に至るまでの高度で、先駆的な教育を

施す」について、「問題設定型光科学教育プロジェクト」、「メカノインフォマティク

ス・カデット教育」、「実践的テクノロジスト育成プログラム」等が、「魅力ある大学

院教育」イニシアティブ等の教育支援プログラムに採択され、高度で先駆的な教育を

実践し問題解決型・課題追究型の人材を育成していることは、優れていると判断され

る。

○ 中期計画「学生の自主学習、能動的学習を支援するラボ、自習室等の学習環境を整

備する」について、学生の自主学習意欲を高める環境整備に積極的に取り組み、言語

自習室利用者数を格段に増やしたことは、優れていると判断される。

○ 中期計画で「学習の意識を高め、又、プレゼンテーション能力、起業家精神を涵養

するため、学生による全学的なセミナー、各種コンテスト、講演、シンポジウム、外

国人学生との交流、外国人研究者等による講演会その他の学術活動を活発に行う」と

していることについて、学生による学内コンテストの開催や学外コンテストへの参加

を通して学習意識を高め、プレゼンテーション能力や起業家精神を涵養したことは、

優れていると判断される。

○ 中期計画「保健管理センターを中心に、心理面、精神面、肉体面の健康相談を充実

させ、さらに健康スポーツ関係の教員と連携した総合的な健康管理プログラムについ

て検討する」について、関係する教員間の連携を通して総合的な健康管理に取り組み、

多くの相談実績を上げたことは、優れていると判断される。

○ 中期計画「TA・RA 等の雇用拡大を図り、学内外に資金を求める方策について検討

する」について、学内リサーチ・アシスタント（RA）制度を創設し、学内予算措置に

よって収容定員数の約４割に当たる大学院博士後期課程学生を毎年度雇用しているこ

とは、優れていると判断される。

（特色ある点）

○ 中期計画「「ロボメカ工房」、「電子工学工房」に代表されるような体験教育の場を

拡充する」について、ものつくり教育を高める教育を行い、「ロボメカ工房」等の体

験教育の場を拡充して特許出願やロボカップ世界大会優勝を含むコンテスト受賞等の

成果を上げていることは、特色ある取組であると判断される。



○ 中期計画「学生の学習意欲を高めるため、現在実施している学長表彰や同窓会賞な

どの顕彰制度の充実を図る」について、学生の学習意欲を高めるための表彰制度を充

実させ、研究活動、学業成績等において顕著な成果を上げた多くの学生や団体を表彰

していることは、特色ある取組であると判断される。

○ 中期計画「ネットワーク環境（e-教室設備、電子掲示板、無線 LAN ステーションの

設置等）を整備する」について、学内公募による e-learning コンテンツの企画開発を支

援し、平成 19 年度末現在、108 のコンテンツを e ラーニング推進センターが運用管理

していることは、特色ある取組であると判断される。

○ 中期計画で「独自の奨学金制度の導入について検討する」としていることについて、

奨学寄附金共通経費を財源として、短期留学プログラム生として受け入れる学生に対

して奨学金（渡日一時金 15 万円、月額８万円）を支給していることは、特色ある取組

であると判断される。

（II）研究に関する目標

１．評価結果及び判断理由

【評価結果】中期目標の達成状況が良好である

【判断理由】「研究に関する目標」に係る中期目標（２項目）のうち、１項目が「非

常に優れている」、１項目が「おおむね良好」であり、これらの結果

を総合的に判断した。

２．各中期目標の達成状況

（1）研究水準及び研究の成果等に関する目標

［評価結果］中期目標の達成状況が非常に優れている

［判断理由］「研究水準及び研究の成果等に関する目標」の下に定められている

具体的な目標（４項目）のうち、２項目が「非常に優れている」、

２項目が「良好」であり、これらの結果に加え、学部・研究科等の

現況分析における関連項目「研究活動の状況」「研究成果の状況」

の結果も勘案して、総合的に判断した。

（2）研究実施体制等の整備に関する目標

［評価結果］中期目標の達成状況がおおむね良好である

［判断理由］「研究実施体制等の整備に関する目標」の下に定められている具体

的な目標（３項目）のうち、１項目が「良好」、２項目が「おおむ

ね良好」であり、これらの結果を総合的に判断した。



３．優れた点、改善を要する点、特色ある点

（優れた点）

○ 中期計画で「高度コミュニケーション科学の基礎と応用の研究に新しいパラダイム

を築く」及び「多種多様な情報を、誰でも、いつでも、どこでも、高速、安全かつ容

易に活用可能なユビキタス・コンピューティング、高性能コンピューティング、高性

能・高信頼性ネットワーキングに関する理論、技術、及び実践の研究」を推進すると

していることについて、最先端の情報通信技術に特化して研究を推進する先端ワイヤ

レスコミュニケーション研究センターを設置し、高度情報通信技術（ICT）領域にお

いて、研究拠点形成を目指した多数の優れた研究成果を上げたことは、優れていると

判断される。

○ 中期計画で「情報伝達の媒体としての光波・電磁波・音波・物質波などの広範な波

動現象の基礎科学とその工学的応用技術に関する総合的な波動科学の研究開発」を推

進するとしていることについて、世界水準の創造的研究成果を多数発表するとともに、

世界レベルの若手研究者の育成に努めたことは、優れていると判断される。

○ 中期計画「学内の研究資金は、COE 拠点形成組織、研究ステーション、学内公募に

よるプロジェクト研究などに重点的に配分する。これを円滑に実施するため、研究計

画や研究成果などを厳正に評価し、適切に研究資金配分に反映させるための手法の確

立を目指す」について、厳正な事前・事後評価を通した戦略的な資金配分を行ったこ

とは、研究・教育の活性化につながっている点で、優れていると判断される。

（特色ある点）

○ 中期計画「教員が学科や研究科の枠組みを外れ、機動的に離合集散し、常に新分野

の共同研究に対応可能な体制を整える」について、学科・専攻の枠を超え学内横断的

で改廃が容易な組織である研究ステーションの設置を推進し、平成 19 年度末現在で 18
ステーションを立ち上げていることは、特色ある取組であると判断される。

○ 中期計画で「研究活性化のために、若く有能なポスドク、RA 等を積極的に研究に

参加させる体制を整備する」としていることについて、学内 RA 制度、UEC ポスドク

研究員制度、若手研究者海外派遣研究員制度、テニュアトラック制等の支援を通して

若手研究者の育成に努めていることは、特色ある取組であると判断される。

（III）その他の目標

（１）社会との連携、国際交流等に関する目標

１．評価結果及び判断理由

【評価結果】中期目標の達成状況がおおむね良好である



【判断理由】「社会との連携、国際交流等に関する目標」に係る中期目標（１項目）

が「おおむね良好」であることから判断した。

２．各中期目標の達成状況

（1）社会との連携、国際交流等に関する目標

［評価結果］中期目標の達成状況がおおむね良好である

［判断理由］「社会との連携、国際交流等に関する目標」の下に定められている

具体的な目標（２項目）のすべてが「おおむね良好」であることか

ら判断した。

３．優れた点、改善を要する点、特色ある点

（優れた点）

○ 中期計画で「同窓会や地域社会との連携を強め、既に実施している地域の小学生向

けの理科教室やものづくり教室を更に推進する」及び「地域・産学官連携推進機構（仮

称）を通し、TLO や本学同窓会と連携協力して活動を展開し、民間企業等との共同研

究、受託研究などの一層の推進を図る」としていることについて、工作教室や少年少

女発明クラブ等の理科教育支援を実施し毎回多数の応募者を得て地域から高い評価を

得ていること、及び産学連携による多数の共同研究や受託研究の実績があることは、

優れていると判断される。

（特色ある点）

○ 中期計画「地域・産学官連携推進機構（仮称）を通し、TLO や本学同窓会と連携協

力して活動を展開し、民間企業等との共同研究、受託研究などの一層の推進を図る」

について、知的財産本部において、共同・受託研究英文契約書モデルを国立大学で初

めて作成していることは、特色ある取組であると判断される。

（Ⅳ）定員超過の状況

○ 平成 16 年度から平成 19 年度まで一貫して、電気通信学研究科の定員超過率が 130
％を上回っていることから、今後、速やかに入学定員の見直しを含め定員超過の改善

を行うことが求められる。



Ⅱ．業務運営・財務内容等の状況

（１）業務運営の改善及び効率化に関する目標

① 運営体制の改善

② 教育研究組織の見直し

③ 人事の適正化

④ 事務等の効率化・合理化

平成 16 ～ 19 年度の実績のうち、下記の事項が注目される。

○ 学長のリーダーシップに基づき、平成 16 年度に学長ブレーンとして「企画調査室」

を設置し、企画立案の補佐機能を強化するとともに、平成 19 年度に 2008 年アクショ

ン準備チームを立ち上げ、次期中期目標につながる具体的なビジョンの策定や教育研

究組織の見直し等の検討を行っており、今後、早期に新たなプランを策定し、戦略的

な大学運営を行っていくことが期待される。

○ 戦略的な人事施策として、「教員人事の基本方針」を策定し、原則公募制とすると

ともに、全教員の 10 ％を任期付きの全学裁量ポストとし、重点研究分野や若手教員の

抜擢人事等に活用している。また、平成 19 年度より助教への新規採用者をすべて任期

制とするとともに、テニュア・トラック制（一定期間終了後の審査合格者をより安定

的な職として採用する制度）の実施に伴い、特任助教を任用することとしている。

○ 学内資源を公募、審査して配分する「研究・教育活性化支援システム」を整備し、

毎年度、審査委員会及び評価委員会における事前・事後の厳正な点検・評価を実施し

つつ、優れた教育研究プロジェクトへの支援を行っている。

○ 事務組織の効率化等のため、事務組織のフラット化、合理化及び集約化とともに、

企画立案機能を充実・強化するため、平成 19 年度において部制を廃止し、企画・戦略

業務を担当する企画調整役を配置するなどしている。

平成 16 ～ 19 年度の実績のうち、下記の事項に課題がある。

○ 平成 18 年度評価結果で評価委員会が課題として指摘した経営協議会の審議の適正化

については、平成 19 年度においても、経営協議会において審議すべき重要事項である

平成 18 年度財務諸表等について報告事項として扱われていることから、適切な審議が

行われることが強く求められる。

【評定】中期目標の達成状況が不十分である

（理由）中期計画の記載 30 事項すべてが「中期計画を上回って実施している」又は「中

期計画を十分に実施している」と認められるが、平成 18 年度及び平成 19 年度に

経営協議会において審議すべき重要事項が報告事項として扱われていること等を

総合的に勘案したことによる。



（２）財務内容の改善に関する目標

① 総人件費改革

② 外部研究資金その他の自己収入の増加

③ 経費の抑制

④ 資産の運用管理

平成 16 ～ 19 年度の実績のうち、下記の事項が注目される。

○ 外部資金の獲得に向けて各学科・専攻ごとに外部資金獲得目標値の設定、「電通大

フォーラム」や「産学官連携 DAY in 電通大」等による研究成果の広報等に努めた結

果、平成 15 年度から平成 19 年度にかけて、科学研究費補助金が 131 件、３億 1,055
万円から 152 件、３億 7,264 万円に、共同研究・受託研究は 115 件、２億 2,831 万円か

ら 263 件、８億 2,600 万円にそれぞれ増加しており、外部資金比率は 10.8 ％（対平成 16
年度比 4.2 ％増）となっている。

○ 平成 19 年度に事務局財務課に「財務分析係」を新設し、財務諸表等を用いた経年比

較や他大学との比較等を行い財務状況の分析を進めるとともに、財務分析の結果を平

成 20 年度予算編成方針の見直しの検討に活用している。

○ 知的財産本部を設置し、知的財産マネージャー、TLO の産学官連携コーディネータ、

産学官等連携推進本部の産学連携コーディネータ、研究協力課等の密接な連携の下に、

知的財産の創出から活用までを戦略的に推進している。

○ 一般管理費の削減のため、設備更新にあたっての省エネルギー対応機器の導入、夏

季一斉休業の実施、冷房温度の徹底等の努力を行っている。

○ 中期計画における総人件費改革を踏まえた人件費削減目標の達成に向けて、着実に

人件費削減が行われている。今後とも、中期目標・中期計画の達成に向け、教育研究

の質の確保に配慮しつつ、人件費削減の取組を行うことが期待される。

【評定】中期目標の達成状況が良好である

（理由）中期計画の記載 13 事項すべてが「中期計画を上回って実施している」又は「中

期計画を十分に実施している」と認められ、上記の状況等を総合的に勘案したこ

とによる。

（３）自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標

① 評価の充実

② 情報公開等の推進

平成 16 ～ 19 年度の実績のうち、下記の事項が注目される。

○ 「教育」、「研究」、「社会貢献」、「管理運営」の４領域からなる教員基本データベー



スシステムを構築し、これに基づき教員個人評価を実施し、その結果をインセンティ

ブ付与や給与等の処遇に反映させている。

○ 学外への情報発信の一環として、修士論文及び博士論文の要旨をウェブサイトに掲

載するとともに、博士論文本体のウェブサイトへの掲載について検討を行っている。

【評定】中期目標の達成状況が良好である

（理由）中期計画の記載８事項すべてが「中期計画を十分に実施している」と認められ、

上記の状況等を総合的に勘案したことによる。

（４）その他業務運営に関する重要目標

① 施設設備の整備・活用等

② 安全管理

平成 16 ～ 19 年度の実績のうち、下記の事項が注目される。

○ 施設マネジメントの基本方針として「施設整備中期計画書」を作成し、施設の整備、

維持保全及び管理運営を一体化し、戦略的かつ経営的視点に立った教育研究環境の整

備を図っている。

○ 施設利用実態調査の結果を踏まえ、空室等の有効活用として「若手研究者のための

自立的研究環境整備促進」事業のための教員室、企業との共同研究である「次世代半

導体露光用光学系の性能評価技術の研究」のための研究室、先端ワイヤレスコミュニ

ケーション研究センターの教員室・研究室等に重点的にスペースを配分している。

○ 平成 18 年度に危機管理の基本的な考え方、全学的な危機管理体制、具体的な対応策

等について定めた「危機管理基本要項」を制定し、それを踏まえ、より適切な危機管

理への対応と社会的信頼性の確保の観点から、平成 19 年度に「電気通信大学コンプラ

イアンス規程」及び「電気通信大学行動指針」を策定している。

○ 研究費の不正使用防止のため、「電気通信大学における公的研究費の不正防止等の

ための対応マニュアル」、「電気通信大学における公的研究費の不正に係る調査の手続

き等に関する取扱規程」等の制定、教員が発注した物品を事務員が検収する体制の整

備等を行っている。

【評定】中期目標の達成状況が良好である

（理由）中期計画の記載 16 事項すべてが「中期計画を十分に実施している」と認められ、

上記の状況等を総合的に勘案したことによる。


